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■処理フロー図 別紙各事業所参照

■環境管理責任者 日根佳国

■担当者 高塩司、山口喜寛、近藤成之、田中靖人、渡辺賢二、和田拓也、黒崎零

■許可の内容 別紙許認可一覧参照

■ホームページ https://www.environment-technology.co.jp

■所在地

■環境事務局 渡辺潤彰

１.組織の概要

■社名 株式会社不二産業

■代表取締役 本間　洋士

⑦食品リサイクル事業部

新潟市西区内野上新町13064

⑧柏崎工場

柏崎市大字軽井川字下ヶ久保931-45

⑥胎内埋立最終処分場

胎内市築地裏山3402番

⑤東港第３工場

新潟市北区太郎代653-57

④東港第２工場

新潟市北区太郎代字上往来653番51

③東港第１工場

新潟市北区太郎代字上往来653番-1

②一日市ヤード

新潟市東区津島屋二丁目204番地

①本社

新潟市東区津島屋三丁目208番地
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■施設等の状況

■事業活動の内容 一般廃棄物収集運搬業及び処分業

産業廃棄物収集運搬業及び処分業(中間処理・最終処分）

ＲＰＦの製造・販売業

特別管理産業廃棄物収集運搬業

フロン類破壊業

解体工事業

廃棄物の炭化による再生商品の販売業

食品リサイクル業

機密書類・機密電子データ媒体の回収及び抹消

保管上限及び高さ

①積替保管施設

面積 産業廃棄物の種類

廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維
くず、ゴムくず、金属くず、ガラスくず、
コンクリートくず及び陶磁器くず、がれき
類（以上、石綿含有産業廃棄物を除く）

143㎡

廃プラスチック類、紙くず、繊維くず、ゴ
ムくず、金属くず、ガラスくず、コンク
リートくず及び陶磁器くず、がれき類（以
上、石綿含有産業廃棄物を除く）

365㎡

所在地

754ｍ3

一日市
ヤード

50㎡ 石綿含有産業廃棄物 100ｍ
3
、2ｍ（屋内）

東港工場

260ｍ3（屋内）

6ｍ3（屋内）

汚泥（廃乾電池に限る）、金属くず（以
上、石綿含有産業廃棄物を除く） 1ｍ

3
（屋内）1㎡

廃プラスチック類、ガラスくず・コンク
リートくず及び陶磁器くず、がれき類（以
上石綿含有産業廃棄物を含む）

3㎡ 5ｍ3（屋内）

汚泥（廃乾電池に限る）、金属くず（以
上、石綿含有産業廃棄物を除く）44㎡

廃プラスチック類（19㎥）、紙
くず（9㎥）、木くず（19㎥）
繊維くず（19㎥）、ガラスく
ず・コンクリートくず及び陶磁
器くず（19㎥）ガラスくず・コ
ンクリートくず及び陶磁器くず
と金属くずの混合物（廃蛍光管
に限る）（9㎥）、がれき類（9
㎥）、汚泥と金属くずの混合物
（廃乾電池に限る）（2㎥）、
建設混合廃棄物（廃プラ類、紙
くず、木くず、繊維くず、がれ
き類、ガラスくず・コンクリー
トくず及び陶磁器くず（以上石
綿含有産業廃棄物を除く）、金
属くずに限る）（42㎥）、金属
くず（19㎥）

廃プラスチック類（9㎡）、紙くず（4㎡）
木くず（9㎡）、繊維くず（9㎡）、ガラス
くず・コンクリートくず及び陶磁器くず（9
㎡）、ガラスくず・コンクリートくず及び
陶磁器くずと金属くずの混合物（廃蛍光管
に限る）（4㎡）、がれき類（4㎡）
汚泥と金属くずの混合物（廃乾電池に限
る）（2㎡）、建設混合廃棄物（廃プラス
チック類、紙くず、木くず、繊維くず、が
れき類、ガラスくず・コンクリートくず及
び陶磁器くず（以上石綿含有産業廃棄物を
除く。）、金属くずに限る）（20㎡）
金属くず（9㎡）

79㎡柏崎工場
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3.破砕処理施設（兼移動式）新潟市、新潟県許可兼用施設

写真

木くず 240.0ｔ/日（8時間）

産業廃棄物の種類

設置場所

設置年月日

処理能力

写真

2007年8月28日

2.破砕処理施設

産業廃棄物の種類

設置年月日

廃プラスチック類、木くず、ゴムくず、金属くず、ガラスくず・コンクリートくず及び陶
磁器くず、がれき類 4.8ｔ/日（8時間）、紙くず 4.0ｔ/日（8時間） 繊維くず 3.2ｔ/日
（8時間）

二軸破砕機
散水による粉じんの飛散防止
鋼板を覆うことによる騒音防止
二軸式のため振動は微小

処理能力

処理方式
構造及び設備概要

金属くず、 ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器く
ず、がれき類

②処分業

廃プラスチック類、木くず、ゴムくず、金属くず、ガラスく
ず・コンクリートくず及び陶磁器くず、がれき類、紙くず、
繊維くず

新潟市東区津島屋2丁目203番地

産業廃棄物の種類

設置場所

1.破砕処理施設

高速回転式破砕機
集塵機による粉じんの飛散防止
防音板仕様の建屋内設置による騒音の防止
振動吸収ゴムを破砕機の下に敷き振動を防止

処理方式
構造及び設備概要

写真

木くず 77.6ｔ/日（8時間）

産業廃棄物の種類

設置場所

設置年月日

処理能力

新潟市東区津島屋2丁目204番地設置場所

設置年月日

第02308101号(新潟市）新潟県芝健（環）第8560号（新潟県）

2002年10月23日（新潟市）2003年2月5日

新潟市東区津島屋2丁目203番地　外(兼係留置)

2002年7月30日

木くず

施設の許可番号

許可年月日

処理能力

処理方式
構造及び設備概要

写真

2001年8月7日

金属くず 24.0ｔ/日（8時間）ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くず 40.0ｔ/日
（8時間）がれき類 8.0ｔ/日（8時間）

竪型回転式破砕機
建屋内設置による騒音の防止
サイクロン及びバグフィルターによる粉じんの飛散防止
竪型回転式のため振動はほとんどなし

施設の許可番号

許可年月日

処理方式
構造及び設備概要

4.破砕処理施設（兼移動式）新潟市、新潟県許可兼用施設

高速回転式破砕機
集塵機による粉じんの飛散防止
防音板仕様の建屋内設置による騒音の防止
振動吸収ゴムを破砕機の下に敷き振動を防止

第18308102号

平成30年8月9日

木くず

新潟市北区太郎代字上往来653番51(兼係留置)

2018年8月9日
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農

写真

6.破砕処理施設

産業廃棄物の種類

設置場所

設置年月日

処理方式
構造及び設備概要

回転破砕機
集塵機による粉じんの飛散防止
建屋内設置による騒音の防止
振動は微小

処理能力
金属くず、ガラスくず、コンクリートくず及び　陶磁器くず
（以上、廃蛍光管類（水銀使用製品産業廃棄物を含む。）に限る。）
4.0t/日（8時間）

5.破砕処理施設

廃蛍光管

新潟市東区津島屋2丁目204番地

2001年8月7日

産業廃棄物の種類

設置場所

設置年月日

処理能力

平成21年3月4日

廃プラスチック類

新潟市北区太郎代字上往来653番51

廃プラスチック類 14.84ｔ/日（8時間）

処理方式
構造及び設備概要

第08307013号

7.圧縮梱包処理施設

写真
産業廃棄物の種類

設置場所

設置年月日

新潟市北区太郎代字上往来653-51

2006年10月4日

廃プラスチック類

施設の許可番号

許可年月日 2009年2月20日

一軸せん断式破砕機
湿式破砕のため粉じんは出ない
建屋内設置による騒音の防止
振動はほとんどない
汚濁沈殿槽による汚水処理

処理能力

処理方式
構造及び設備概要

廃プラスチック類 120.0ｔ/日（8時間）

8.破砕処理施設

硬質

油圧プレス式圧縮機
建屋内設置による騒音の防止
振動は微小

産業廃棄物の種類

設置場所

設置年月日

廃プラスチック類

新潟市北区太郎代字上往来653-51

2007年3月28日

処理能力

処理方式
構造及び設備概要

処理方式
構造及び設備概要

9.堆肥化処理施設

写真

61.0ｔ/日（24時間）

産業廃棄物の種類

設置場所

設置年月日

処理能力

新潟県新潟市西区内野上新町12823番外10筆

2006年2月9日

一軸せん断式破砕機
湿式破砕のため粉じんは出ない
建屋内設置による騒音の防止、振動は微小
汚濁沈殿槽による汚水処理

微生物発酵によるたい肥化
粉じんは出ない
建屋内設置による騒音の防止振動は微小
建屋内の空気を外部脱臭装置にて脱臭

汚泥、木くず、動植物性残渣、動物のふん尿

廃プラスチック類 4.16ｔ/日（8時間）
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処理能力 74.9ｔ/日（8時間）

処理方式
構造及び設備概要

廃プラスチック類、紙くず、木くず

設置場所 新潟市北区太郎代字上往来653番10　外

二軸スクリュー式成型機

13.破砕処理施設

14.破砕処理施設

石膏
産業廃棄物の種類 廃石膏ボード

設置場所 新潟市北区太郎代字上往来653番地10　外

設置年月日 2003年8月10日

処理能力 紙くず、ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くず（以上、

処理方式
構造及び設備概要

二軸破砕機

廃石膏ボードに限る。）48t/日（24時間）

処理方式
構造及び設備概要

一軸破砕機

当初許可年月日 2003年7月31日

合併認可年月日 2023年4月1日

施設の許可番号 第22307002号

繊維くず、ゴムくず
産業廃棄物の種類

繊維くず46.4t/日、ゴムくず64.4t/日(以上、20時間)
処理能力

廃プラスチック類54.0t/日、紙くず49.0t/日、木くず93.8t/日

フラフ

設置年月日 2003年8月10日

処理方式
構造及び設備概要

二軸スクリュー式成型機

12.減容処理施設

RPF設置場所 新潟市北区太郎代字上往来653番57　外

2018年10月3日設置年月日

設置年月日 2018年10月3日

処理能力 74.9ｔ/日（8時間）

処理能力 木くず 80.24ｔ/日（8時間）

処理方式
構造及び設備概要

高速回転式破砕機

11.減容処理施設

RPF
設置場所 新潟市北区太郎代字上往来653番57　外

施設の許可番号 第04308101号（新潟市）　新潟県芝保（環）8445号（新潟県）

許可年月日 2004年7月5日（新潟市）2004年2月2日（新潟県）

10.破砕処理施設（移動式）

タブグラインダー
産業廃棄物の種類 木くず

設置場所 新潟市北区太郎代字上往来653番地52(係留地)

設置年月日 2006年10月4日
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産業廃棄物の種類

処理方式
構造及び設備概要

ジョークラッシャー

処理能力

施設の許可番号 第22308104号

当初許可年月日 2018年3月30日

合併認可年月日 2023年4月1日

設置年月日 2018年10月12日

処理能力 がれき類 80.0t/日（8時間）

合併認可年月日 2023年4月1日

処理方式
構造及び設備概要

繊維くず84.0t/日、ゴムくず147.1t/日(以上、24時間)

施設の許可番号 第22308103号

一軸破砕機

19.破砕処理施設

写真
産業廃棄物の種類 がれき類

設置場所 新潟市北区太郎代字上往来653番地57　外

処理能力 紙くず　34.08ｔ/日（16時間）

処理方式
構造及び設備概要

多段式二軸破砕機

当初許可年月日 2018年3月30日

18.破砕処理施設

RPF

廃プラスチック類、紙くず、木くず

設置場所 新潟市北区太郎代字上往来653番57　外

設置年月日 2018年10月3日

処理能力
廃プラスチック類144.0t/日、紙くず132.7t/日、木くず149.5t/日

繊維くず、ゴムくず

処理方式
構造及び設備概要

一軸破砕機

17.破砕処理施設

シュレッダー
産業廃棄物の種類 紙くず

設置場所 新潟市北区太郎代字上往来653番10　外

設置年月日 2008年6月16日

処理方式
構造及び設備概要

回転破砕機

16.破砕処理施設

産業廃棄物の種類 紙くず

設置場所 新潟市北区太郎代字上往来653番10　外

設置年月日 2007年2月22日

処理能力 紙くず　9.6t/日（16時間）

金属くず、ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くず（以上、

廃蛍光管(水銀使用製品産業廃棄物を含む。)に限る。)5.4t/日(９時間)

15.破砕処理施設

蛍光管
産業廃棄物の種類 廃蛍光管

設置場所 新潟市北区太郎代字上往来653番地10　外

設置年月日 2004年1月30日

6



新潟県長振健第75-5号

処理能力

施設の許可番号

71.04ｔ/日(廃プラスチック類),83.76ｔ/日(紙くず),83.76ｔ/日(木くず)、60.96ｔ/日
(繊維くず)(以上、24時間)

一軸せん断式破砕機
建屋内設置による騒音の防止
振動は微小

処理方式
構造及び設備概要

許可年月日 2016年6月6日

胎内

21.破砕処理施設

産業廃棄物の種類

設置場所

埋立地の面積、埋立容量
残余容量 面積11,714.7㎡、埋立容量69,048.3ｍ3、残余容量：46,044㎥ 2023年3月時点

廃プラスチック類、ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁
器くず、がれき類

胎内市築地字裏山3402番3外5筆

2012年6月1日

20.最終処分場（安定型）

産業廃棄物の種類

設置場所

設置年月日

許可年月日 2012年2月14日

廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず

新潟県芝振健第8167号

柏崎市大字軽井川字下ケ久保931番45

2017年2月10日

施設の許可番号

設置年月日

処理方式
構造及び設備概要

処理方式
構造及び設備概要

処理方法構造及び設備概
要

60.96t/日(廃プラスチック類、木くず、紙くず、繊維くず)(以上、24時間)

廃プラスチック類、木くず、紙くず、繊維くず

設置場所

設置年月日

柏崎市大字軽井川字下ケ久保931番45

2017年2月10日

写真

22.減容固化処理施設

産業廃棄物の種類
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合計 73台

バン（4ｔ） 1台

バン（～2ｔ） 6台

営業車 18台

ウイング車（3.2ｔ） 1台

保冷車（2ｔ医療系） 1台

パッカー車（4～6ｔ） 3台

パッカー車（2ｔ） 1台

平ボディ（6ｔ） 1台

平ボディ（～2t） 2台

移動式クレーン付（6ｔ） 4台

移動式クレーン付（3.5ｔ） 10台

移動式クレーン付（2ｔ） 2台

大型ダンプ(9.3ｔ) 1台

中型ダンプ（3.0～6.0ｔ） 6台

ダンプ（2ｔ） 3台

③収集運搬車輌及び保有車両
2023年10月時点

車輌 台数

脱着装置付コンテナ専用車(11ｔ) 7台

脱着装置付コンテナ専用車（4ｔ） 6台
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2,166百万円（2023年6月期）■売上高

2,613

人

㎡ 6,931 6,931 6,931

■法人成立年月日 1994年3月24日

2,691

140 140 140従業員数

※取扱量は受託した産業廃棄物及び一般廃棄物。

31,052 31,489 25,756

■資本金 3,000万円

2,908

0

1,658 1,686

29,858

2,908

29,161 31,217

0 0

中間処理量産業廃棄物取扱量

工場床面積

収集運搬量

一般廃棄物取扱量
中間処理

(破砕または堆肥化)

収集運搬量

最終処分量

t

t

t

t

t

活動規模
令和2年度 令和3年度

■事業の規模

令和4年度
単位

R2.4.1～R3.3.31 R3.4.1～R4.3.31 R4.4.1～R5.3.31

1,568 1,574 

1,704 

1,847 
1,943 

2,141 2,161 

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

売上高（百万円）

9



各部門長

・自部門における環境経営システムの実施
・自部門における環境方針の周知
・自部門の従業員に対する教育訓練の実施
・自部門に関連する環境目標及び環境活動計画の実施及び達成状況の報告
・特定された項目の手順書作成及び運用管理
・自部門の特定された緊急事態への対応のための手順書作成、テスト・訓
  練・記録
・自部門の問題点の発見、是正、予防処置

環境事務局

・環境管理責任者、ＥＡ２１推進会議の事務局
・環境への負荷の自己チェック及び環境への取り組みの自己チェックの実
  施
・「環境関連法規等チェックリスト」の作成
・環境目標・環境活動計画書原案の作成
・環境活動計画の実績集計
・環境関連の外部コミュニケーションの窓口
・環境経営活動レポート作成
・環境経営マニュアル、手順書、内部監査の維持管理

環境管理責任者

・環境経営システムの構築、実施、管理
・法規制等登録簿の承認
・環境活動計画書の承認
・環境活動の取組結果の代表者への報告
・環境経営活動レポートの確認及び地域事務局への送付

■役割・責任・権限

役職 役割・責任・権限

代表取締役

・環境経営に関する統括責任
・環境経営システムの実施及び管理に必要な、人、設備、費用、時間、
  技能技術者の準備
・環境管理責任者の任命
・環境方針の策定・見直し及び全従業員への周知
・環境目標設定の承認
・代表者による全体の評価と見直しの実施
・環境経営活動レポートの承認
・経営における課題とチャンスの明確化
・実施体制の構築
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第１工場処理課

グリーン資源課

■対象範囲 全組織・全活動・全従業員を対象とする。

■組織図

食品リサイクル事業部

東港第１工場

胎内最終処分場

混合選別課

内
部
監
査
組
織

農業ビニール
処理課

ＲＰＦ生産課

環
境
管
理
責
任
者

搬出運搬課

収集運搬課

東港第２工場

東港第３工場

運
送
部

一日市ヤード

本社

柏崎工場 収集運搬課
2023年10月現在

環
境
事
務
局

一日市ヤード処理課

営業部

総務部

経理部

解体工事部

修繕部

研究開発室

代
表
取
締
役
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1-01 

環 境 経 営 方 針 

 

環境憲章 

 

 産業活動の発展により人々の生活は向上し、便利で豊かになってきました。しかし、一

方で CO2 の発生量の増加による地球温暖化は益々進んでおり、地球環境の悪化は今や身

近に感じ取られるようになってきました。我社と全社員は、この地球環境の保全の為に出

来ることを考え、一人ひとり行動を進めていきます。ここに環境基本理念、並びに環境方

針を打ち出し、全社員が力を合わせてこれらに取り組みます。 

 

基本理念 

 

 株式会社不二産業は、地球環境保全が人類共通の重要課題と認識し、社会の責任ある一

員として、エンバイロメント･テクノロジーの確立、資源の有効利用、環境経営の継続的

改善を経営の基本理念とする。 

  

基本方針 

 

1．地球環境に配慮した企業活動を行なうことを第一の目標とし、環境に与える影響を抽    

出し、可能な範囲で環境目標を定め、その達成に全社員で取組みます。 

2．環境関連法規則等を遵守し、環境負荷の軽減に努めます。 

3．省資源、省エネ、３Ｒ(Reduce：廃棄物の発生抑制・Reuse：再使用・Recycle：再資源

化)を基に事業活動を行ないます。 

4．環境教育及び研修会を設営し、環境技術の向上に努めます。 

5．この環境方針は社外に公表し、配布致します。 

2005 年 11 月 11 日制定 

2023 年 4 月 1 日改定 

新潟県新潟市津島屋三丁目 208 番地 

株式会社 不二産業 

代表取締役 本間洋士 
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kWh 1,422,484

㎏-CO2

1,408,116

812,239

23,498

64.77 65.77

529,650 524,300

2,419 2,395 2,370

1,063㎏-CO2

804,034 795,830

1,501,523 1,486,356 1,471,189

23,258

ℓ

工業用水使用量 ㎥ 20,011 19,809 19,607

1,085

プロパンガス使用量
CO2排出量:消費量*3*2.07kg-CO2/m3

３．環境経営目標

令和3年度を基準年度とし、令和4年度の全社環境目標を基準年度比-１％としました。

環境活動目標項目
単位又
は区分 令和4年度 令和5年度 令和6年度

環境活動目標

2,338,584 2,314,962 2,291,340全二酸化炭素排出量 ㎏-CO2

軽油使用量
CO2排出量:消費量*2.58kg-CO2/L

㎏-CO2

ℓ
ガソリン使用量

CO2排出量:消費量*2.32kg-CO2/L

電気使用量
CO2排出量:消費量*0.571kg-CO2/kWh

※排出係数は東北電力㈱平成26年度実排出係数

1,074

1,393,747

㎏-CO2 23,738

175 173 171

581,985 576,107 570,228

10,232 10,129 10,025

※化学物質は塗料以外になく、使用量が少ないために環境目標から除く。

水道使用量 ㎥

㎥

ﾘｻｲｸﾙ率向上(1ﾎﾟｲﾝﾄ向上)
受託した産業廃棄物の再資源化

％

コピー用紙使用量 枚 518,950

63.77
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総排水量

地域社会
環境活動

エコドライブ(急発進、急加速、急ブレーキの禁止または抑制)の実行

空調温度の適正化(室温冷房28℃　暖房20℃) ○

事務所内での不使用の電気機器の電源OFF ○

コピー用紙使用量の削減

重機燃料使用量の削減
重機のアイドリングストップ ○

エコドライブ(急発進、急加速、急ブレーキの禁止または抑制)の実行 ○

電力使用量の
削減

コピー用紙の裏紙使用の実施

ガス使用量の削減 必要以外は給湯器の使用はしない

環境講演会への積極的参加 ○

社会との協調 近隣清掃活動工場周辺のゴミ拾い、溝攫いの清掃活動

事務所内での不使用の電気機器の電源OFF ○

工場内設備、照明、冷暖房機の節電 ○

車輌燃費の
向上

○

○

法定速度の遵守

４．環境経営計画

車輌燃費の
向上

空調温度の適正化(室温冷房28℃　暖房20℃) ○

物質投入

目標 目標達成手段

機器等の電源OFFの徹底

評価

○

サイト

エコドライブ(急発進、急加速、急ブレーキの禁止または抑制)の実行

○

○

○

法定速度の遵守

車内エアコンの適正な温度管理

総排水量 上水使用量の削減

本社
事務・営業

二酸化炭素
排出量

不必要な又は休息及び昼休み時間の電灯の消灯 ○オフィスの
電力使用量の削減

○

配管の計画的な補修の実施 ○

元栓の調整及び水量メーターの確認実施 ○

ステッカー等の貼付けによる社員への節水の意識付け ○

○

事務所内設備、照明、冷暖房機の節電 ○

不必要な又は休憩及び昼休み時間の電灯の消灯 ○

○

機器等の効率の良いオペレーションの徹底 ○

○

車内エアコンの適正な温度管理 ○

オフィス電力
使用量の削減

不必要な又は休憩及び昼休み時間の電灯の消灯 ○

機器等の電源OFFの徹底 ○

電力使用量の削減

重機燃料使用量の削減
重機のアイドリングストップ ○

エコドライブ(急発進、急加速、急ブレーキの禁止または抑制)の実行 ○

上水使用量の削減

配管の計画的な補修の実施 ○

元栓の調整及び水量メーターの確認実施 ○

○

○

機器等の電源OFFの徹底 ○

空調温度の適正化(室温冷房28℃　暖房20℃) ○

事務所内での不使用の電気機器の電源OFF ○

工場内設備、照明、冷暖房機の節電 ○

必要以外は給湯器の使用はしない ○

配管の計画的な補修の実施 ○

元栓の調整及び水量メーターの確認実施 ○

重機のアイドリングストップ

胎内処分場
二酸化炭素

排出量 重機燃料使用量の削減

電力使用量の削減

一日市
ヤード

二酸化炭素
排出量

環境教育の実施

○

エコドライブ(急発進、急加速、急ブレーキの禁止または抑制)の実行
東港第２工場

二酸化炭素
排出量

電力使用量の削減

重機燃料使用量の削減

ガス使用量の削減

総排水量
上水使用量の削減

工業用水使用量の削減

ステッカー等の張付けによる社員への節水意識付け ○

作業効率化の徹底 ○

オフィス電力
使用量の削減

不必要な又は休憩及び昼休み時間の電灯の消灯

ステッカー等の張付けによる社員への節水意識付け
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サイト 目標 目標達成手段 評価

○

法定速度の遵守 ○

機器等の電源OFFの徹底 ○

空調温度の適正化(室温冷房28℃　暖房20℃)

事務所内での不使用の電気機器の電源OFF ○

工場内設備、照明、冷暖房機の節電 ○

エコドライブ(急発進、急加速、急ブレーキの禁止または抑制)の実行 ○

○不必要な又は休憩及び昼休み時間の電灯の消灯

○

18,608 18,412 19,797

62.32 ％

空調温度の適正化(冷房28℃　暖房20℃) ○

不必要な又は休憩及び昼休み時間の電灯の消灯 ○

機器等の電源OFFの徹底

地域社会環境活動 社会との協調 ○

廃棄物処理重量(t)Ａ 29,858 29,161 31,218

○

処理量 令和2年度 令和3年度 令和4年度

○

配管の計画的な補修の実施 ○

必要以外は給湯器の使用はしない

元栓の調整及び水量メーターの確認実施

二酸化炭素
排出量

オフィスの
電力使用量の削減

電力使用量の削減

車輌燃費の向上

重機燃料使用量の削減

柏崎工場

ステッカー等の張付けによる社員への節水意識付け

リサイクル量(t)Ｂ

リサイクル率Ｂ/Ａ*100 63.14 ％ 63.41 ％
※処理量は受託した産業廃棄物。

事務所内での不使用の電気機器の電源OFF ○

工場内設備、照明、冷暖房機の節電 ○

エコドライブ(急発進、急加速、急ブレーキの禁止または抑制)の実行 ○

法定速度の遵守 ○

車内エアコンの適正な温度管理 ○

重機のアイドリングストップ ○

エコドライブ(急発進、急加速、急ブレーキの禁止または抑制)の実行 ○

○

ＣＳＲ活動

ガス使用量の削減

総排水量 上水使用量の削減

○必要以外は給湯器の使用はしない

○ＣＳＲ活動

○エコドライブ(急発進、急加速、急ブレーキの禁止または抑制)の実行

○重機のアイドリングストップ

○車内エアコンの適正な温度管理

○ステッカー等の張付けによる社員への節水意識付け

○元栓の調整及び水量メーターの確認実施

○配管の計画的な補修の実施

地域社会環境活動

総排水量

電力使用量の削減

オフィス電力
使用量の削減

二酸化炭素
排出量

食品
リサイクル

上水使用量の削減

社会との協調

ガス使用量の削減

重機燃料使用量の削減

車輌燃費の向上
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工業用水
使用量

㎥ 20,011 15,410 ○

電気使用量を7％、軽油使用量を4.6％環境活動目標の削減ができた。反面、ガソリン使用量が　目
標値比較で19.5％の増加となった。電気と軽油の使用量は、全二酸化炭素排出量の９割以上を占め
ているため、会社全体では二酸化炭素削減目標を達成。5.2％の削減となった。

ﾘｻｲｸﾙ率向上
(1ﾎﾟｲﾝﾄ向上)

％ 63.77

コピー用紙
使用量

枚 529,650

単位又
は区分

2,465

480,000

-0.35
ﾎﾟｲﾝﾄ

63.41

× 1.9 %

○ -9.4 %

-23.0 %

×

-5.2 %

評価及び
対目標値増減

555,048

12,225

○ -4.6 %

×

令和4年度実績

2,216,427

1,322,321

○

581,985

○

水道
使用量

㎥ 2,419

1,422,484

ガソリン
使用量

ガス
使用量

㎥ 175

ℓ 10,232

-8.2 %160

19.5 %

○

４．環境経営目標の実績

全社環境目標の実績は以下の通り。

電気
使用量

kWh

ℓ

-7.0 %

全二酸化炭素
排出量

㎏-CO2

環境活動
目標項目

環境活動目標
（基準年度比-1％）

2,338,584

軽油
使用量
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軽油使用量 ℓ 26,478 26,214 25,949 25,684 37,236 × 42.1 %

-19.2 %

水道使用量 ㎥ 237.5 235.1 232.8 230.4 276.0 × 17.4 %

-3.1 %

280.3 1.7 %

工業用水使用量 ㎥ 20,213 20,011 19,809 19,607 15,410 ○ -23.0 %

15,211 15,056

8.6 %

11,988 ○

東港第２工場

電力使用量 kWh 121,428 120,214 118,999

軽油使用量 ℓ 119,924 118,725 117,526

ガス使用量 ㎥ 60.9 60.3 59.7

水道使用量 ㎥ 286.0

食品
リサイクル

×

水道使用量 ㎥ 618 612 606 599

-13.9 %

-1.1 %605 ○

-22.0 %

ガス使用量 ㎥ 34.8 34.5 34.1 33.8 37.4

軽油使用量 ℓ 15,521 15,366

117,785 95,562 ○ -20.5 %

電力使用量 kWh 552,171 546,649 541,128 535,606 470,495 ○

116,326 100,104 ○ -15.7 %

59.1 60.0 ○ -0.5 %

277.4 288.0 ×283.1

一日市ヤード

電力使用量 kWh 64,600 63,954 63,308 62,662 61,981 ○

ガス使用量 ㎥ 50.0 49.5 49.0 48.5 40.0 ○

軽油使用量 ℓ 353,632 350,096 346,560 343,023 336,143 ○ -4.0 %

480,000 ○ -9.4 %コピー用紙使用枚数 枚 535,000 529,650 524,300 518,950

19.5 %

355 × 1.3 %

-19.1 %ガス使用量 ㎥ 23.7 23.5 23.2 23.0 19.0 ○

10,129 10,025 12,225 ×

72,265 74,680 × 1.3 %

本社

電力使用量 kWh 74,500 73,755 73,010

ガソリン使用量 ℓ 10,335 10,232

水道使用量 ㎥ 354 350 347 343

2,314,962 2,291,340 2,216,427 ○ -5.2 %

評価及び
対目標値増減

令和3年度
令和4年度

△1％
令和5年度

△2％
令和6年度
△3％

全体 全CO2排出量 ㎏-CO2 2,362,206 2,338,584

サイト 環境活動目標項目
単位又は

区分

基準年実績 基準年削減率（％）

令和4年度実績

胎内処分場

電力使用量 kWh 803 795 787 779 1,709 × 115.0 %

軽油使用量 ℓ 5,054 5,003 4,953 4,902 5,630 × 12.5 %

○ -4.0 %

柏崎工場

電力使用量 kWh 623,351 617,117 610,884 604,650 617,894 ×

ガス使用量 ㎥ 7.0 6.9 6.9 6.8 4.0 ○ -42.3 %

水道使用量 ㎥ 948 939 929 920 941 × 0.3 %

0.1 %

軽油使用量 ℓ 67,254 66,582 65,909 65,236 63,948
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弊社は、2023年4月1日にグループ会社である株式会社フジ・エンバイロと合併いたしました。フジ・エ
ンバイロは、かねてよりエコアクション21を認証しており、環境経営活動に取り組んでいましたが、合
併により弊社の環境マネジメントシステムで運用することとなりました。その為、今年度は基準年度と
して数値目標を策定せず、環境経営活動の取組を実施・評価しました。
また、合併前のサイトである「フジ・エンバイロ内施設」につきましては、合併に伴い、「東港第一工
場」（旧フジ・エンバイロ）内になったことから、今年度の取組から除外しました。

東港第１工場

二酸化炭素
排出量

総排水量
上水使用量の削減

ガス使用量の削減 必要以外は給湯器の使用はしない ○

○

事務所内での不使用の電気機器の電源OFF

○

工場内設備、照明、冷暖房機の節電 ○

オフィス電力
使用量の削減

不必要な又は休憩及び昼休み時間の電灯の消灯 ○

機器等の電源OFFの徹底 ○

電力使用量の削減

空調温度の適正化(室温冷房28℃　暖房20℃) ○

事務所内での不使用の電気機器の電源OFF ○

重機燃料使用量の削減
重機のアイドリングストップ ○

エコドライブ(急発進、急加速、急ブレーキの禁止または抑制)の実行 ○

ガス使用量の削減 必要以外は給湯器の使用はしない ○

温度の適正化を図る（医療系廃棄物） ○

保冷庫不使用時の電源のOFF ○

車輌燃費の向上

エコドライブ(急発進、急加速、急ブレーキの禁止または抑制)の実行 ○

法定速度の遵守 ○

車内エアコンの適正な温度管理

空調温度の適正化(室温冷房28℃　暖房20℃)

総排水量
上水使用量の削減

配管の計画的な補修の実施 ○

元栓の調整及び水量メーターの確認実施 ○

ステッカー等の張付けによる社員への節水意識付け ○

工業用水使用量の削減 作業効率化の徹底

旧フジ・エンバイロについて

配管の計画的な補修の実施 ○

元栓の調整及び水量メーターの確認実施 ○

ステッカー等の張付けによる社員への節水意識付け ○

○

工場内設備、照明、冷暖房機の節電 ○

重機燃料使用量の削減
重機のアイドリングストップ ○

エコドライブ(急発進、急加速、急ブレーキの禁止または抑制)の実行 ○

○

東港第３工場

二酸化炭素
排出量

サイト 目標 目標達成手段 評価

サイト

東港第３工場

環境経営計画

環境経営計画

東港第１工場

工業用水使用量の削減 作業効率化の徹底 ○

オフィス電力
使用量の削減

不必要な又は休憩及び昼休み時間の電灯の消灯 ○

機器等の電源OFFの徹底 ○

電力使用量の削減

kWh

ℓ

㎥

㎥

㎥

単位又は区分環境活動目標項目

電力使用量

軽油使用量

ガス使用量

水道使用量

工業用水使用量

kWh

ℓ

㎥

㎥

㎥

電力使用量

軽油使用量

ガス使用量

水道使用量

工業用水使用量

23,778 23,540

2.3 2.3

254.7 252.2

令和4年度実績
来年度環境経営活動目標

前年度比-1％

158,238 156,656

4.4 4.4

45.3 44.8

3,395 3,361

3,425 3,390

1,697,077 1,680,106

21,202 20,990
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活動内容

５．環境経営計画の取組結果とその評価、次年度の取組内容

軽油使用量の削減

活動内容

二酸化炭素の削減

272,193 
275,010 

277,040 

263,041 

255,000

260,000

265,000

270,000

275,000

280,000

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

軽油使用量（ℓ）※デジタコ導入したサイト（収集運搬課、搬出運搬課）のみ算出

収集運搬車両にデジタコを導入することにより運転状況を見える化、エコドライブの意

識が向上し、アイドリング時間が減少、軽油使用量の減少に繋がりました。

収集運搬車両への

デジタコの導入環境活動の実施例

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

ＲＰＦ販売量（ｔ）

石炭代替燃料として主に製紙工場へ販売しています。石炭と比較した場合、約33％の二

酸化炭素排出量効果があります。今年度は、石炭の代替として2,475t出荷し、石炭を燃

焼した場合と比較して、594t-CO2の削減となりました。

廃棄物由来の固形燃

料であるＲＰＦを製

造・販売

1,000

1,400

1,800

2,200

石炭代替燃料として使用した

場合のCO2削減量

（ｔ-CO2）

デジタコ導入
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ＣＳＲ活動

清掃活動

毎年、雪解けの時期に本社及び一日市ヤード周

辺の清掃活動を行っています。

環境保全に従事する者の責務として周辺地域の

環境美化活動を進めています。

当社は、ＳＤＧｓの達成に向けて、後述の取組を含む社内外に好循環

を生み出す取組を推進し、ＰＤＣＡサイクルに沿った継続的な取組及

びその改善を、宣言します。

不二産業ＳＤＧｓ宣言

人権・労働

環境

製品・

サービス

社会貢献・

地域貢献

●今後2025年までに外国人従業員の採用を目指し、

   誰もが働ける職場環境をつくる。

●現在の定年65歳から70歳（職種別定年制）への延長

に向け、誰もが長く働ける職場づくりの取組を開始する。

●産業廃棄物管理システムを活用し、業務効率化を図

り、労働環境の改善に努める。

●RPF製造の推進により販売先のCO2削減に寄与する。

●太陽光発電設備導入を目指し、自社使用電力の

   CO2削減を図る。

●事務用品についてはグリーン導入に努める。

●環境負荷の少ない廃棄物由来の新燃料の研究開発

に努める。

●不具合発生時の対応における社内体制を強化し、製

品・サービスの安定的な供給の維持に努める。

●キッズレスリング・体操スクールを通じ、地域の子供た

   ちの人材育成に寄与する。

●事業所の災害時避難所登録に加え防災、防犯、環境

取組などを継続して行い地域町づくりへ更に貢献する。

●災害時における自治体への人的、物的な応援、協力  

により、地域減災取組の一翼を担う。
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コピー用紙の削減
・コピー用紙の裏紙使用の実施・コピーの必要性の検討・ミスコ
　ピーの防止。
・電子メールなどペーパーレス化を推進。

リサイクル率の向上
・処理における消費エネルギーを考慮し、リサイクル率の向上に努
　める。

ガス使用量の削減
・給湯器の使用は最小限にし、温度を低めに設定するなどの省エネ
　を努める。
・ガスコンロの使用を最小限にする。

水道使用量の削減 ・各部門が水使用状況を把握できる環境を作り、節水に努める。

工業用水使用量の
削減

・東港部門が水使用状況を把握できる環境を作り、節水に努める。

電気使用量の削減

・空調温度の適正化の徹底。
・休憩時間や作業時間外に照明、機械の電源ＯＦＦの周知徹底。
・照明の切り替え時には、ＬＥＤ照明にする。
・事務所電力削減の為、残業時間の短縮をする。

軽油使用量の削減

・車輌購入時は、最新車輌などの燃費の良いものを選択する。
・運行経路の効率化。
・エコドライブの徹底。
・軽油の使用状況を把握し、車輌の燃費を意識する。

ガソリン使用量の
削減

・車輌購入時は、最新車輌などの燃費の良いものを選択する。
・運搬経路の効率化を行う。
・エコドライブの徹底。

■次年度の取組内容

全社取組目標 次年度の対策

ＣＯ2排出量の削減
・消費エネルギーは廃棄物処理量に影響されるが、更なる効率向上
　でＣＯ2排出を抑える。
・二酸化炭素低減効果のあるＲＰＦ製造量を増加する。
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・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

○

○ 〇 ○

６．環境関連法規等の順守状況の確認及び評価の結果並びに違反、訴訟等の有無

令和2年8月26日環境関連法規の順守状況を確認した結果、下記の通りでした。

■環境関連法規等の順守状況

本
社
・
営
業

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

胎
内
最
終
処
分
場

柏
崎
工
場

遵守状況

環境関連法規名称 該当する要求事項
関連条例による

規制
該当する

設備・項目

一
日
市
ヤ
ー

ド

東
港
第
１
工
場

東
港
第
２
工
場

東
港
第
３
工
場

食
品
リ
サ
イ
ク
ル

産業廃棄物収集運搬業及び処
分業の許可更新　得意先との
委託契約

マニフェスト交付管理

収集運搬、処分実績報告書

契約(覚書)及び許可証写し保管
(許可期限切れ更新）

産業廃棄物排出事業者
新潟県生活環境保全に関
する条例
新潟市産業廃棄物等の適
正な処理の促進に関する
条例

廃棄物中間処理（破砕、
圧縮梱包、堆肥化）
最終処分（埋立）

一般廃棄物（木くず、食
品系廃棄物、動物のふん
尿）

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

安定型の産業廃棄物の最終処分

廃棄物処理法に基づく県
知事への報告
廃棄物処理施設の維持管
理の状況に関する情報
新潟市産業廃棄物等の適
正な処理の促進に関する
条例

産業廃棄物(廃プラ、紙く
ず、木くず、繊維くず、
ゴムくず、金属くず、ガ
ラスくず・コンクリート
くず及び陶磁器くず、が
れき類）

水銀使用製品産業廃棄物の記
載

水銀使用製品は他の産廃と区
別し、破損しないよう保管

水銀使用製品産業廃棄物
の収集運搬、積替え保
管、中間処理

B2、D、E票の保管（5年間） D票
90日、Ｅ票180日以内に送付ない
場合 30日以内に知事報告

県外産業廃棄物処分計画の事前
協議

産業廃棄物管理票交付等状況報
告書

委託収集運搬処分業者契約及
び許可証写し保管（許可期限
切更新）

保管規準

60cm×60cm以上表示飛散･浸
透防止、衛生管理

自社による運搬時の表示、書
類携行

産業廃棄物管理票(ﾏﾆﾌｪｽﾄ)交
付

○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○

○

○ ○ 〇 ○ ○

○ 〇 ○

○ 〇 ○

○

○

○

○ 〇 ○ 〇

○ ○ ○

安全運転管理者の選任

安全運転管理者講習を受講・
運転日誌の備え付け及び運転
者により記録

道路交通法

定期点検、定期清掃

定期水質検査

廃棄物の処理及び清掃に
関する条例

浄化槽

施設の届出、排水の水質の検査 新潟市排水規制 該当せず水質汚濁防止法

浄化槽届出

浄化槽法

○

発生施設の届出

ダイオキシン類測定、行政報
告

ダイオキシン類
対策特別措置法

特定施設の届出(経過措
置)排出の汚染の測定測定
結果の報告

フロン破壊処理施設 ○

○ ○車両 ○ ○ 〇

積載の禁止(車検証記載の最
大積載量超の禁止）

○
特定化学物質の環境への
排出量の把握等及び改善
を促進に関する法律

第1種特定化学物質排出量及び移
動量の届出

高圧ガス保安法
高圧ガス製造事業届・基準の遵
守 フロン破壊処理施設 ○

フロン破壊処理施設

○ ○自動車リサイクル法 ○ 〇

使用済自動車の引取業者引き
渡し

新車購入時のリサイクル費用
負担

自動車
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・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

柏
崎
工
場

東
港
第
１
工
場

東
港
第
２
工
場

東
港
第
３
工
場

食
品
リ
サ
イ
ク
ル

胎
内
最
終
処
分
場

環境関連法規名称 該当する要求事項
関連条例による

規制
該当する

設備・項目

遵守状況

本
社
・
営
業

一
日
市
ヤ
ー

ド

マニフェストの交付

石綿含有廃棄物の解体作業基準の遵守

石綿含有廃棄物の保管規準の遵守

リサイクル料金負担

フロン類の登録回収業者によ
り適切な引き渡し

環境影響の少ない指定製品の
使用に務める

○

届出 食品リサイクル事業部

フロン類の適切な処理

業務用空調機点検

綿花類等貯蔵及び取扱

○

○ ○

○ ○

消防法 新潟市火災予防条例

審査登録、審査認定、再生利用
事業計画認定食品循環資源の再生利用

等の促進に関する法律
食品リサイクル事業部

肥料取締法

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関す

る法律

悪臭防止法 規制地域内では規制基準の遵守 指定地域外

家電リサイクル法
テレビ、冷蔵・冷凍庫、
家庭用エアコン、洗濯機
等

家庭電化製品の資源の有効利
用促進

使用者のﾒｰｶｰへの引渡義務

自動車、パソコン資源有効利用推進法

○ ○

〇

○

○ ○ ○ ○ ○

○

○

○

大気汚染防止法

解体工事に係る調査及び報告等

○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○

○

○

〇

簡易点検 業務用空調機

使用済ﾊﾟｿｺﾝ等のﾒｰｶｰ回収義
務

指定数量未満の指定可燃物等
の貯蔵又は取扱い

〇 〇 〇 〇

■違反、訴訟等の有無

環境関連法規の点検をした結果、法令等への違反はなかった。また、関係当局からの指
摘や利害関係者等からの苦情や訴訟も過去3年間なかった。

○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

石綿障害予防規則 解体作業

化学物質リスクアセスメント
の実施

作業基準の遵守義務

作業基準適合命令等

解体作業

騒音規制法

振動規制法

地域別騒音基準の順守

地域別振動基準の順守 新潟市(県)生活環境の保
全等に関する条例

指定地域外

移動式破砕機 ○
建築物等に使用されている建
設資材の分別解体等と再資源
化等の義務付け

バックホウ
フォークリフト
ホイルローダー

排出ガス基準に適合した状態
での使用オフロード法 ○ ○ 〇

解体工事に係る登録、更新、
申請及び技術管理者設置、標
識の掲示、帳簿の備え付け

建設リサイクル法

一日市ヤード
東港第２工場
柏崎工場
解体部

○

○ 〇 ○ ○ ○

○○

労働安全衛生法

保護帽の着用義務

昇降設備の設置義務

本社施設内修繕部
収集運搬作業
解体作業
処理作業

○ 〇 〇 〇ＳＤＳの作成・管理
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今年度の二酸化炭素排出量は目標値より5.2％減少となった。
弊社の二酸化炭素排出の各項目割合は、電気使用量が約34％、軽
油使用量が約65％と全体のほとんどを占めているが、昨今の電気
料金値上げによる節電対策で目標値より7.0％の削減を達成でき
た。
軽油については、収集運搬車に搭載したデジタコによるエコドラ
イブの徹底で会社全体では、目標値より4.6％削減できた。電気料
金と同様に燃料費が高騰しているなかで軽油使用量削減は、重要
度が高いことから、来年度は低燃費走行、作業をブラッシュアッ
プしていく。
紙使用量については、社内ＳＮＳの活用を進めたことにより、目
標値より9.4％の削減となった。来年度も電子媒体の利用をプロ
モートしていく。
逆に営業車の増台によりガソリン使用量が19.5％増加した。次年
度は、営業車の車両管理をより強固にし、エコドライブの徹底を
行っていく。

全体の評価

７．代表者による全体評価と見直しの結果

2023年4月1日にグループ会社であるフジ・エンバイロと合併。
環境経営方針を改定した。

遵守状況の確認。結果、遵守されていることを確認した。

利害関係者からの苦情や訴訟はなかった。

ＥＭＳの変更の必要なし。

環境経営方針の見直し

環境関連法規等の遵守状況の
確認・評価結果

苦情を含む外部の違い関係者
からのコミュニケーション

ＥＭＳのその他の
要素についての見直し

目標経営計画の見直し 目標・活動計画の変更の必要なし。

実施体制の見直し
合併により管理体制が変更するため、実施体制、組織図を改
定。
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自

至

登録

至

自

至

令和04年12月20日

令和09年07月07日

平成14年03月25日

令和09年03月24日

令和04年06月07日

令和09年03月08日

再生利用事業登録
堆肥化事業

15-4
農林水産大臣

環境大臣

15110052 新潟県知事

有効期限・登録年月日許可番号 認可
食品リサイクル

事業部

排出事業所一覧
による

亀田製菓㈱
水原工場

〇一般廃棄物収集運搬業 新潟市 指令第44号 令和04年04月01日 令和06年03月31日 〇

建設業(解体)

新潟県知事許可番号

(般-23)第40423号

許可年月日 許可の有効期限 一般建設業

一般廃棄物収集運搬業 阿賀野市 許可第31号 令和02年11月12日 令和06年11月11日 〇

令和03年06月06日 令和08年06月05日 土木工事業
令和03年06月06日 令和08年06月05日 とび・土工工事業

令和03年06月06日 令和08年06月05日 解体工事業

フロン類
破壊業者許可

2022H0024
経済産業大臣許可

環境大臣許可

一般廃棄物処分業 新潟市 指令第44号 令和04年09月22日 令和06年09月21日 〇 〇 〇

廃棄物処理業許可 政令市 許可番号 許可年月日
許可の
有効期限

木
く
ず

類

第一種フロン類
回収業者

許可の条件

破砕施設を移動式として用いて処理

を行う場合は、施設運転計画及び維

持管理計画を遵守する

許可番号 認可 有効期限フロン事業部食
品
系

廃
棄
物

動
物
の

し
尿

〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇※1 〇※1〇※1 〇※1 〇※1 〇※1 〇※1 〇※1〇※1

01000019357

00659019357

令和03年11月05日 令和08年11月04日

令和04年03月15日 令和09年03月14日 〇

平成30年02月14日 令和10年02月03日

産業廃棄物処分業

東京都

群馬県

山形県

産業廃棄物収集運搬業

産業廃棄物収集運搬業

特別管理産業廃棄物
収集運搬業

01300019357

産業廃棄物収集運搬業 埼玉県 01102019357

産業廃棄物収集運搬業 岩手県 00300019357

産業廃棄物収集運搬業 秋田県 00504019357

産業廃棄物収集運搬業 福井県 01801019357

産業廃棄物収集運搬業 富山県 01602019357

産業廃棄物収集運搬業 山形県 00609019357 令和03年06月26日 令和08年06月25日

〇 〇

〇※1 〇※1 〇※1 〇※1 〇※1〇 〇

〇 〇※1 〇※1

〇※1 〇※1 〇※1

〇※1 〇産業廃棄物収集運搬業 茨城県 00801019357 令和03年03月18日 令和07年12月27日

〇 〇※1 〇※1〇※1令和03年02月09日 令和07年12月11日

〇※1 〇※1 〇※1 〇※1 〇※1 〇※1〇※1 〇※1

〇 〇 〇 〇

産業廃棄物収集運搬業 栃木県 00900019357 令和02年12月01日 令和07年11月30日

〇※1 〇※1 〇※1〇※1 〇※1 〇※1 〇※1 〇※1産業廃棄物収集運搬業 福島県 00707019357 令和03年01月05日 令和07年11月15日

〇 〇 〇 〇※1 〇※1 〇産業廃棄物収集運搬業 宮城県 00400019357 令和03年06月20日 令和08年06月19日

〇※1 〇※1 〇※1

〇※1 〇※1

〇※1 〇

〇※1 〇※1 〇※1 〇※1〇※1

〇※1 〇※1

令和03年05月23日 令和08年05月22日

〇※1 〇※1 〇※1 〇※1令和02年10月23日 令和07年10月20日

〇※1 〇※1 〇※1 〇※1 〇※1 〇※1〇※1

〇 〇

〇※1

令和02年11月08日 令和07年10月18日

〇※1 〇※1 〇※1〇※1令和02年10月14日 令和07年10月13日 〇※1 〇※1 〇※1

〇※1

〇 〇 〇〇産業廃棄物収集運搬業 長野県 02009019357 令和02年07月17日 令和07年07月16日 〇 〇

〇※2※3

※9
〇※9 〇※9 〇※9 〇※9 〇※9〇※3 〇※3 〇※4※9 〇※9

〇※1 〇※1〇※1

新潟市
(優)

05920019357 令和02年12月08日 令和09年10月27日 〇※3

〇※5 〇※2

〇※8

新潟県
（優）

01541019357 平成30年06月13日 令和07年03月30日

〇※6

産業廃棄物収集運搬業
(積替え保管あり)

新潟市
(優)

05920019357 平成28年08月24日 令和12年07月03日 〇 〇※7 〇

令和06年08月28日 〇
新潟市
(優)

05960019357 平成29年10月24日

特別管理産業廃棄物
収集運搬業

〇 〇 〇

新潟県
(優)

01558019357 令和02年09月28日 令和09年08月02日 〇 〇※6

新潟県
(優)

※6は廃バッテリーに限る
※8積替保管施設　感染性廃棄物

※2移動式(2施設)

※3堆肥化

※4圧縮梱包　H25年12月12日優良基準適合認定

・中間処理（破砕処理、圧縮梱包、堆肥化）

※9破砕処理

〇

〇

〇※1

〇※1 〇※1 〇※1 〇〇 〇産業廃棄物収集運搬業 01501019357 平成28年09月08日 申請中 〇 〇 H26年3月7日優良基準適合認定

積替え保管あり(一日市ヤード)

※7汚泥は廃乾電池に限る積替え保管あり

H26年3月6日優良基準適合認定

※6バッテリーに限る

〇 〇 〇

〇※1 〇※1 〇 〇〇 〇

〇※1 〇※1 〇※1 〇

〇※5 〇※5

動
植
物
性

残
さ

動
物
の
ふ

ん
尿

動
物
の
死

体

廃

プ

ラ

ス

チ
ッ

ク

類

紙
く
ず

木
く
ず

繊
維

く
ず

ガ

ラ

ス

く

ず

・

コ

ン

ク

リ

ー

ト

く

ず

及

び

陶

磁

器

く

ず

〇

〇 〇 〇※1 〇※1 〇※1 〇※1

食品循環資源の再生利用等

の促進に関する法律に基づ

く再生利用事業計画認定

24食産第2253号

20120824産第17号

環廃企発第120905001号

農林水産大臣

経済産業大臣

環境大臣

平成28年09月06日 認定

廃棄物処理業許可
都道府県
政令市

許可番号 許可年月日
許可の
有効期限

※1石綿含有産業廃棄物を含む　(優)優良基準適合

ゴ
ム

く
ず

金
属

く
ず

許可の条件等
が
れ
き

類
鉱
さ
い

ば
い

じ
ん

感
染
性
産

業
廃
棄
物

燃
え
殻

汚
泥

廃
油

廃
酸

廃
ア
ル
カ

リ

※2移動式(2施設)

※5最終処分場

・中間処理（破砕処理、減容固化処理）

・最終処分（埋立処分）

廃プラスチック類、ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器

くず、がれき類

（以上、石綿含有産業廃棄物及び水銀使用製品産業廃棄物を除

く）

別紙1　許認可一覧



破砕処理 分別処理

廃石膏ボード

紙くず ガラス陶磁器くず

展開 建設現場、製造現場

Ａにて燃料として利用

別紙2　東港第一工場、第三工場　新潟市北区太郎代字上往来653番1、新潟市北区太郎代字上往来653番51

廃プラス
チック類

木くず 紙くず 繊維くず ゴムくず

減容機による固形燃料化

セメント原料として
工場、商社へ販売

ガラス
原料

再利用

金属
原料

再利用

Ｏ社にて
管理型
処分

蛍光管

Ｎ社に処理委託
破砕・選別・洗浄・乾燥

マニフェストの確認 受入・計量積載物の内容確認展開検査
収集運搬 不二産業又は収集運搬業者

若しくは自社運搬による持込

一軸破砕機による破砕処理 蛍光管破砕機による破砕処理

金属 ガラス



別紙3　東港第二工場　新潟市北区太郎代字上往来653番51他　

プラスチック製品
原料として国内外の
メーカーに売却

塩ビ原料として
国内外のメーカーに

売却

原料として塩ビ製造
メーカーに売却

Ａ社にて燃料として利用 残土として処理
Ｒ社に産業廃棄物として

委託処理

県内及び近県の農家から発生する
廃農業プラスチックビニール類

軟質塩ビ系（農ビ）

選別

軟質非塩ビ系

不二産業第三工場にて
固形燃料化

無機汚泥

非塩ビ系

硬質プラスチック

砂

その他塩ビ系

塩ビ系

塩ビ管

マニフェストの確認 受入・計量積載物の内容確認展開検査

脱水

圧縮

破砕・洗浄



別紙4　東港第二工場　新潟市北区太郎代字上往来653番51他

リサイクル堆肥
エコグリーンＦ

天然木、樹木等 無垢材 合材、集成材等

不二産業東港第一工場にて乾燥

スクラップ業者に売却
床下敷用木炭ＳＴＣ

調整脱臭、マイナスイオン効果

不二産業食品リサイクル工場にて
堆肥化の為の副資材として利用

木粉末

不二産業第三工場にて
固形燃料化

金属くず

Ａ社にて燃料として利用

不二産業東港第一工場にて炭化

土壌改良炭
エコグリーンＣ

建築現場から
発生する廃木材等

選別

建築廃材

木質破砕機による破砕処理

集塵機

磁選機

マニフェストの確認 受入・計量積載物の内容確認展開検査



蛍光管

建築現場手選別ライン

Ｏ社にて
管理型
処分

金属
原料

再利用

ガラス
原料

再利用

Ｆ社にて埋立処分
（管理型埋立）

再生出来ない廃棄物の破砕物

ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず

窯業系
外壁類

再生可能
な

ｶﾞﾗｽくず

石膏
ボード

木くず

プラスチック原料
として

工場、商社へ販売

セメント原料
として

工場、商社へ販売

Ｈ社へ処理委託
路盤材として再利用

再生出来ない
廃プラスチック類

廃プラスチック類

別紙5　一日市ヤード　新潟市東区津島屋　2-203,204

ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙ紙くず

繊維くず

再生可能な
廃プラス
チック類

再生
出来ない
がれき類

再生
可能な
がれき類

再生
出来ない
金属くず

再生
可能な

金属くず

再生出来ない
ｶﾞﾗｽくず、ｺﾝｸﾘｰﾄくず

及び陶磁器くず

Ｍ社へ売却
（銅原料）

電線くず がれき類 金属くず 紙くず

硬質系
プラ

軟質系
プラ

再生出来ない
塩ビ管

再生可能な
塩ビ管

塩ビ管

Ａ社にて
燃料として利用

Ｎ社に処理委託
破砕・選別・洗浄・乾燥

不二産業東港
第一工場にて
石膏・紙に分離

不二産業東港
第三工場にて
固形燃料化

木質チップ化

Ｅ社にて埋立処分
（管理型処分）

Ｉ社にてガラス原料
又は路盤材として利用

不二産業東港
第二工場にて

破砕・洗浄処理

Ｌ社へ処理委託
コンクリート砕石として

再利用

Ｋ社へ
売却・処理委託

二軸破砕機による破砕処理
木質破砕機に

よる破砕処理
竪型破砕機による破砕処理

蛍光管破砕機による

破砕処理

金属 ガラス 石膏

紙

受入・計量積載物の内容確認マニフェストの確認展開検査
廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、ゴムくず、金属くず、がれき類、ガラス

くず、コンクリートくず及び陶磁器くず、分別された品、もしくはこれらの混合物



人手又は機械による
破袋・除去

ビニール等 稲作農家

食品製造会社、学校給食等から
発生した食品残渣

堆肥化撹拌機により堆肥化処理

不二産業東港第二工場

別紙6　食品リサイクル事業部　新潟市西区内野上新町13064

Ａにて
燃料として利用

大気放出

脱臭機にて脱臭
不二産業第三工場にて

固形燃料化

㈱新潟不二A.B.にて
堆肥として利用

㈱新潟不二A.B.にて
堆肥として利用

リサイクル堆肥
エコグリーンＦ

マニフェストの確認 受入・計量積載物の内容確認展開検査

もみがら

枝葉チップ、バークチップ臭気、水蒸気



別紙7　胎内埋立最終処分場　胎内市築地地内

建設現場、一般事務所
ガラス、コンクリートくず及び

陶磁器くず

手選別処理ライン
異物の除去

選別されたガラス、コンクリートくず及び陶磁器くず

不二産業　胎内埋立最終処分場にて埋立処分（安定型）

マニフェストの確認 受入・計量積載物の内容確認展開検査

不二産業 一日市ヤード

不二産業 胎内埋立最終埋立処分場

収集運搬 不二産業又は収集運搬業者

若しくは自社運搬による持込

二軸破砕機又は竪型破砕機による破砕処理



建設現場、製造現場

Ａにて燃料として利用

別紙8　柏崎工場　柏崎市大字軽井川下ヶ久保931番45

廃プラスチック類 繊維くず紙くず木くず

減容機による固形燃料化

手選別

マニフェストの確認 受入・計量積載物の内容確認展開検査
収集運搬 不二産業又は収集運搬業者

若しくは自社運搬による持込

一軸破砕機による破砕処理


